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仕様書 

 

１ 件名 

墨田区ベビーシッター利用支援事業（一時預かり利用支援）に係る業務委託（単価

契約） 

 

２ 履行期間 

令和７年７月１日から令和８年３月３１日まで 

 

３ 履行場所 

  受託者が用意する場所 

 

４ 事業概要 

⑴ 目的 

保護者のリフレッシュや日常生活上の突発的な事情等により、一時的にベビーシ

ッターによる保育を必要とする保護者に対し、その利用料の一部を助成することで、

保護者の子育ての負担軽減を図り、安心して利用できる環境を整備することを目的

とする。 

⑵ 対象者 

墨田区に住所を有する、満９歳に達する年度の末日までの児童（小学校３年生ま

での児童）（約１８，０００人）の保護者 

⑶ 補助上限時間（年度あたり） 

児童一人あたり１４４時間（多胎児の場合は児童一人あたり２８８時間） 

⑷ 補助上限額（１時間あたり） 

７時～２２時：２，５００円、２２時～翌７時：３，５００円 

⑸ 利用の流れ 

ア ベビーシッターを利用する者（以下「利用者」という。）は、東京都の認定す

るベビーシッター事業者（以下「事業者」という。）の中から事業者を選択し、

選択した事業者との間で利用に係る契約を締結する。 

イ 利用者はベビーシッター利用時に事業者に対して利用料金を支払い、事業者か

らベビーシッター要件証明書、領収書及び利用明細書の発行を受ける。 

ウ 利用者はベビーシッター要件証明書、領収書及び利用明細書を添付し、墨田区

（以下「区」という。）へ補助金を申請する。 

エ 区はウの申請を行った者（以下「申請者」という。）からの申請内容（申請者

要件や利用内容等）を審査し、補助金額を決定し、補助金を支出する。 

 

５ 委託内容 

⑴ 問合せ窓口（コールセンター）の設置 
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⑵ 申請受付（電子または郵送） 

⑶ 申請書類の審査 

⑷ 申請者情報及び利用実績等のデータ入力・区への提出 

⑸ 交付決定通知等の送付 

⑹ 事業スキーム（イメージ） 

 

 

６ 予定申請件数 

月平均２０７件（各月の申請期限間際及び年度内の最終申請期限の間際に申請が集

中することが見込まれる）。 

なお、件数は見込みであり、確約するものではない。 

 

７ 委託内容詳細 

⑴ 受託者は、区民から事業や申請書類等に関する問合せを受け付けるコールセンタ

ー業務を行う。 

ア 回線は本事業専用番号を設置し、混み合って繋がらないことがないようにする

こと。なお、本事業専用番号については、フリーダイヤル等の指定はしない。 

イ コールセンターの場所は受託者の国内事業所内とし、在宅ワーク等の個人宅や

個人事務所での運用は認めないものとする。 

ウ 開設日時は、原則月曜日から金曜日まで（祝日・年末年始を除く）の９時から

１７時までとするが、一連の処理が受付時間外に及ぶものについては、開設時間

に関わらず処理が完了するまでの間、引き続き業務を行うこと。また、申請の多

い繁忙期等については、区と受託者で別途協議の上、決定する。 

エ 受託者は、コールセンター運営期間中、法定点検等の定期的なメンテナンスや

計画停電、落雷による緊急停電等の影響を受けることなく業務を継続できるよう



 

3 

 

必要な措置を施すこと。ただし、災害時等における臨時的な対応として、別拠点

又は複数拠点での継続的な運営が可能な場合は、この限りではない。 

オ 区ホームページの問合せフォーム等から寄せられた問合せのうち、制度の内容

や提出書類の記入方法など基本的事項に関するもので、区から指示があったもの

については、受託者が申請者へメールで回答する。 

⑵ 受託者は、「墨田区ベビーシッター利用支援事業（一時預かり利用支援）補助金

交付申請書兼請求書（案）」（以下（申請書兼請求書」という。別紙１）、「ベビーシ

ッター利用内訳表（案）」（以下「利用内訳表」という。別紙２）※１、「ベビーシ

ッター要件証明書」※２、「領収書」※３及び利用明細書等を、原則、電子システ

ムまたは郵送により以下の方法で受け付ける。 

  ア 電子システム…区が受領した申請書類を受託者に引き継ぐ 

  イ 郵送…申請者から事業者へ提出 

また、例外的に窓口で申請を受け付ける場合、区で受け付けを行い、申請書類を

受託者に引き継ぐ。受託者が窓口対応や申請書の発送等を行うことは要しない。 

なお、電子システムによる受付方法については、区を経由せず受託者が電子シス

テムから直接受領する（申請書類をダウンロードの上、印刷することを想定）方法

に変更する場合あり（時期は未定）。 

※１ 利用内訳表：申請者が契約した事業者、利用料金、利用時間等を確認する書類 

※２ ベビーシッター要件証明書：申請者が事業者と契約を結ぶ際、事業者が発行す

るべビーシッターの要件を証明する書類 

※３ 領収書：ベビーシッターサービス終了後に事業者が発行する、利用日や利用時

間、金額の内訳が分かる書類 

⑶ 申請書類の受付期限は毎月１５日（郵送の場合は必着）とする。ただし、年度内

の最終申請期限までは令和７年７月利用分まで遡って申請できることとする。 

⑷ 受託者は、申請書兼請求書により下表のとおり利用資格の有無等を確認する。 

なお、利用資格の最終的な確認は、区が住民基本台帳と申請内容を照合すること

とする。 

№ 確認資格 

１ 申請者は領収書に記載された名義人と同一である。 

２ 補助申請の対象児童は利用日時点で小学校３年生以下である。 

３ 対象児童は利用日時点で墨田区内に住所を有する。 

４ 一会計年度における児童１人当たりの利用時間が上限未満である。 

５ 認定事業者を利用し、利用料を支払っている。 

６ 振込口座の名義は申請者と同一である。 

⑸ 受託者は、利用内訳表及び領収書を審査し、利用時間及び利用料金に誤りがない

か確認を行う。 

⑹ 受託者は、ベビーシッター要件証明書に不備がないか確認を行う。 

⑺ 受託者は、⑷～⑹の作業で利用資格の要件を満たさない場合や、記載漏れや添付
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漏れ等の書類上の不備がある場合は、申請者や事業者に連絡の上、必要な調整を行

う。 

⑻ 受託者は、⑺の作業終了後「ベビーシッター利用支援事業（一時預かり利用支援）

利用台帳」（以下「利用台帳」という。）に入力する。入力内容は、申請者情報や口

座情報など申請者の提出額で確認した事項とする。なお、入力内容の確認について

は、入力した者とは別の者が提出書類と照合して行うこと。 

⑼ 入力した台帳等のデータはパスワードを設定し、記録媒体に複写するなど安全確

実な方法で、区の指定する期日までに区へ提出する。 

⑽ 受託者は、区の交付決定に基づき、交付決定通知書、不交付決定通知書及び取消

通知書を印刷し、申請者へ郵送で通知する。 

⑾ 上記⑽で使用する封筒は、本事業専用のものとし、差出人欄は「受託者名（墨田

区委託事業者）」と明記すること。なお、封筒の作製については区の確認を得た上

で行うこと。 

⑿ 受託者は、申請書兼請求書のほか関連書類を申請者ごとにまとめた上で保存する。

また、区への書類の引継ぎ等については別途協議する。  

⒀ 受託者は、契約締結後、速やかに区と打合せを実施し、本業務の限行にあたり、

実施体制、スケジュール等を明らかにした「事業計画書」を作成し、区の承認を得

ること。 

⒁ ＦＡＱは区が原案を作成し、契約締結後の更新については区と受託者が共同で行

う。ただし、ＦＡＱの著作権は区に帰属する。 

 

８ 業務管理体制 

⑴ 受託者は、業務を円滑に遂行するため業務全体を把握し、調整できる主任担当  

者を置くこと。 

⑵ 受託業務の実務担当者として、担当業務の内容を理解し、正確かつ迅速な事務処

理が可能な者を従事者として配置すること。 

⑶ 業務手順書を作成し、必要に応じて適宜見直し、変更した場合は報告すること。 

⑷ 委託期間中の業務処理実績等を区に報告すること。 

⑸ 受託者は、トラブル等が生じたときは誠意を持って対応すること。苦情について

は改善策を講じ、遅滞なく区へ報告すること。また、事故等が発生した場合は、直

ちに区に報告しなければならない。 

 

９ 履行の完了 

受託者は、毎月の業務完了後、作業報告書を区に提出し、区の履行検査を受けるも

のとする。 

区は、履行検査に必要な書類等の追加提出を求めることができるものとする。また、

必要と認めるときは実地検査を実施することができ、受託者はこれに協力しなければ

ならない。 
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検査の結果、改善を要すると認める事項があったときは、区は受託者に対し必要な

指導を行うことができる。 

 

10 支払方法 

区は受託者に対し、事業運営体制に係る固定経費に、審査が完了した申請者数に

応じた件数の実績払いの部分を加えて支払うものとする。 

委託料は毎月払いとし、上記９による履行検査の完了後、適正な請求書を受理し

た日から３０日以内に支払うものとする。 

 

11 個人情報の保護 

本業務に基づき収集した個人情報（以下「収集した個人情報」という。）を収集の

目的の範囲を超えて利用してはならない。また、収集した個人情報を他の者に提供し

てはならない。以上に規定するもののほか、個人情報の取り扱いは、個人情報の保護

に関する法律（平成１５年法律第５７号）を遵守しなければならない。 

 

12 契約の解除 

⑴ 区及び受託者は、相手方が本契約上の業務を怠った時は期間を定めて催告を行い、

なお当該業務が履行されないときは、この契約を解除することができるものとする。 

⑵ 区は受託者が次の各号のいずれかに該当する時は、当設契約を解除することがで

きるものとする。 

ア 契約を履行しない時、または履行の見込みが無いと判断したとき。 

イ 社会的信用を失墜する行為があり、この契約を続行することが不適当と認めら

れたとき。 

ウ 前２号のほか、受託者が契約条項または契約に係る仕様書に著しく違反したと

き。 

 

13 その他 

⑴ 本仕様書に明示されていない事項は、区と受託者双方で協議して定めるものとす

る。 

⑵ 本仕様書の解釈に疑義が生じた場合や期間内に変更を要する場合、また本仕様書

に記載の無い事項については、区と協議の上、決定すること。 

⑶ 本仕様書に特段の定めがある場合を除き、本業務の履行に必要となる経費は全て

受託者の負担とする。 

⑷ 本事業の作成物及びその著作権は区に帰属する。なお、制作にあたり第三者の著

作権等に抵触するものについては、受託者の責任と費用をもって適正に処理するこ

と。 

⑸ 受託者は、本契約が終了し、契約更新がない場合にあっては、新たな受託者に必

要なデータを提供するなど十分に業務の引き継ぎを行い、当該業務に支障を来すこ
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とのないように対処しなければならない。この際、必ず引継書を作成すること。 

 

14 担当者及び連絡先 

墨田区子ども・子育て支援部子育て支援総合センター 

在宅子育て支援担当 武藤・稲垣・窪添 

電話０３－３６２２－１１５０（直通） 


